
 ９月20日、財政制度等審議会・国有財産分科会において、本件株式の処分にかかる基本方針（答申）が

取りまとめられた。ポイントは以下のとおり。

国有財産分科会における答申

 本年６月16日、改正商工中金法が公布され、当社にかかる政府保有株式については、公布日から２年
以内に、できるだけ速やかに全部売却するよう努めることとされた。
（参考 商工中金の概要）

・商工中金は、中小企業に対する金融の円滑化を目的とする特殊会社。

・商工中金の株式については、政府（財政投融資特別会計投資勘定）が46.5％、中小企業組合とその構成員等が53.0％を保有。（商工中金の株主保有資格

は、商工中金法上、中小企業組合とその構成員等に限定。）

（株）商工組合中央金庫の株式の処分について（令和５年９月20日国有財産分科会における答申）

背景

①売却方法は、一般競争入札が適当。

②政府の保有する株式全てを一度に売却することが適当。

③入札予定価格は、各種の株式評価手法（純資産価額方式、類似会社比準方式など）のいずれかを
そのまま適用するのではなく、各評価方法を総合勘案しつつ、一部の証券会社において店頭取引
が行われている実態にも十分に留意した上で、適切に設定する必要がある。今後、証券会社（証券
アドバイザー）の知見も踏まえて決定することが適当。

④入札の実施時期は、令和６年度早期を目指す。
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（株）商工組合中央金庫の株式の処分について（概要） 

 

１．背景 

株式会社商工組合中央金庫（以下、「商工中金」という。）は、「中小企業信

用保険法及び株式会社商工組合中央金庫法の一部を改正する法律（以下、「改

正法」という。）」において、商工中金の政府保有株式については、改正法の

公布日（令和５年６月 16 日）から２年を超えない施行日の前日までの間にお

いて、できる限り速やかに、全株売却するよう求められている。 

 

２．基本方針 

国民共有の貴重な財産であることにかんがみ、その売却は公正な価格及び

方法により行うことが必要。 

 

３．売却方法についての検討 

（１）証券取引所への上場の可否 

 議決権を有することのできる株主の資格が限定されており、その枠組みは

今後も維持する方針。東京証券取引所の上場審査基準を満たさないことから

証券取引所への上場によらずに売却する方法を採ることが適当。 

 

（２）売却方法 

 証券取引所への上場を行わないことを踏まえ、公正・公平な売却方法であ

るという観点から、国の契約方式の原則どおり、一般競争入札により売却す

ることが適当。 

 

（３）売却数量 

 改正法の趣旨を踏まえれば、複数回に分けて売却を行う猶予も乏しく、政

府の保有する株式全てを一度に売却することが適当。 

  

４．入札実施に当たっての留意事項 

（１）注意喚起 

  入札参加者に対し、証券取引所へ上場されないものであり、当該株式の

取得後の売却手段が、株主資格を有する者間での相対取引あるいは一部の

証券会社における店頭取引に限定されていること等の注意喚起を行うこと

が必要。 



 

（２）申込株式数の最低単位 

  申込株式数の最低単位に制限を設定せずに入札を実施すれば、応札者が

極めて膨大な数になり円滑な入札執行に支障をきたすおそれがあるため、

最低申込み単位の設定を検討するべき。 

 

（３）申込株式数の最高数量の制限 

  民間保有分については、保有制限が付されていないことから、申込株式

数の最高数量の制限を設定することは要さない。 

 

（４）入札予定価格についての考え方 

  予定価格の設定にあたっては、株式の評価が必要となる。株式の評価に

ついては、純資産価額方式、類似会社比準方式等いずれかの方法をそのま

ま適用するのではなく、各評価方法を総合勘案しつつ、一部の証券会社に

おいて純資産価額方式により算出した価格を参考に店頭取引が行われてい

る実態にも十分に留意した上で適切に実施する必要。 

今後、これらの点に加え、金融業を取り巻く足許の市場環境の変化や、新

たなビジネスモデルの下での商工中金の収益改善も踏まえ、株式売却に関す

る専門的な助言及び支援業務等を委託することとなる証券会社（証券アドバ

イザー）の知見も踏まえて決定することが適当。 

 

（５）入札の実施時期 

改正法の趣旨を踏まえて、令和６年度早期の入札の実施を目指すべき。 

 

５．その他売却に当たっての留意事項 

  投資家保護等の観点から、金融商品取引法に定められた事項はもとよ

り、財務状況をはじめとしてリスクや経営計画に関する情報など、必要な

情報の適切な開示を行うことが引き続き必要。 

また、売却にあたっては円滑な入札執行が可能となるよう配慮すべき。 

 

（以上） 


